学術指導契約書
学校法人東京電機大学（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）は、次の各条によって学術指導契約（以下「本契約」という。）を締結するものとする。
（学術指導の委託）
第１条　甲は、乙の委託により、次の学術指導（以下｢本学術指導｣という。）を実施する。
(1)　指導題目　　　　〇〇〇〇に関する学術指導　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 (2)　指導内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　
 (3)　指導料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込）
　
　 (4)　指導期間　　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までとする。
　 (5)　指導場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
　 (6)　指導担当責任者(所属、職名、氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（7）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（費用）

第2条 乙は、本学術指導料を甲が発行する請求書を受領した日から30日以内に甲の指定する銀行口座に振込む。
２  前項の学術指導料のうち、一般管理費については総額の8％とする。
（学術指導の中止又は延長）

第3条 本学術指導を途中で中止する場合は、甲乙協議し、いずれかが一方的に中止することはできない。
（学術指導料の返還）

第4条 前条の協議の結果、乙の都合により本学術指導の全部又は一部を取消し又は中止する場合は、甲は乙が納入した学術指導料を返還しない。ただし、甲の都合により学技術指導の全部又は一部を取消し又は中止した場合は、甲は学術指導料のうち不用になった額を乙に返還しなければならない。
（施設・設備の提供）
第５条  本学術指導を行うために必要な研究施設及び装置は、相手方の同意を得て相互に使用できるものとし、この場合の使用の対価は無償とする。
ただし、提供した当事者に費用が生じた場合、当該当事者は、当該費用を相手方に負担させることができる。
２　甲は、本学術指導の遂行上必要な場合、乙の所有に係る設備を乙の同意を得て無償で受け入れ共同で使用することができるものとする。
３　前項に規定する物品の搬入及び据付けに要する経費は、乙の負担とする。
（学術指導による成果の公表）

第６条　本契約による成果は、甲乙双方において公表することができる。ただし、第７条に規定の相手方の秘密情報が開示されるおそれがある場合、知的財産権等の取得およびその他合理的理由により公表に支障がある場合は、公表の時期・方法・内容などについて必要に応じ甲乙協議して定める。
（秘密保持）

第７条　甲および乙は、本学術指導に関連して、相手方から開示された、又は知り得た相手方所有の情報であって、開示又は知り得た際に秘密である旨が明示された情報を、善良なる管理者の注意をもって管理し、事前の相手方の承諾なしに第三者に開示してはならず、本学術指導以外の目的に使用してはならない。ただし、次の各号に該当するものはこの限りではない。

(1) 開示を受け又は知得した際、既に自己が保有していたことを証明できる情報
(2) 開示を受け又は知得した際、既に公知となっている情報
(3) 開示を受け又は知得した後、自己の責めによらずに公知となった情報
(4) 正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できる内容
(5) 相手方から開示された情報によることなく独自に開発・取得していたことを証明できる情報
(6) 書面により事前に相手方の同意を得たもの
２　前項の有効期間は、第１条の本学術指導開始の日から終了後（又は中止後）３年間とする。ただし、甲乙協議の上、この期間を延長し、又は短縮することができるものとする。

（発明等の取扱い）
第８条
本学術指導の結果、発明等（プログラム著作権を含む。）が生じた場合、その権利の帰属、取扱い等については、別途甲乙協議の上、定める。
（非保証）

第９条　甲は、本学術指導の内容及び結果に関して特別な成果が得られることを保証しない。また、乙が本学術指導の成果を利用した場合の結果については、その損害等一切責任を負わないものとする。
（解約）

第10条　甲及び乙は、次の各号のいずれかに該当し、催告後１４日以内に是正されないときは本契約を解約することができる。
(1) 相手方が本契約の履行に関し、不正又は不当の行為があったとき
(2) 相手方が本契約に違反したとき
（損害賠償）

第11条　甲及び乙は、前条に掲げる事由及び自己又は自己の研究者等が故意又は重大な過失によって相手方に損害を与えたときには、その損害を賠償しなければならない。
（反社会的勢力の排除）

第12条　甲及び乙は、自ら又は自らの役員その他これに準ずる者が、暴力団、暴力団員、暴力団員その他これらに準ずる者、又は、これと密接な関係を有する者に該当しないことを表明し、将来にわたって該当しないことを確約し、相手方がこれに違反した場合は何らの通知、催告を要せず即時に本契約を解除できるものとする。

２　甲および乙は、前項の規定により本契約を解除した場合、相手方に損害が生じても、これを賠償する責を負わないものとする。

（輸出管理）
第13条　甲及び乙は、本契約に基づき相手方から提供を受けた（売却、譲渡、貸与その他あらゆる手段により提供を受ける場合を含む。）貨物及び開示された情報を国際的な平和及び安全の維持の妨げとなる意思を有する第三者に対して移転してはならない。

２　甲及び乙は、本契約の履行に際し、「外国為替及び外国貿易法」及びこれに関連する法令並びに輸出先の輸出管理に関する法令及び規則を遵守しなければならない。

　
（契約の有効期間）
第14条  本契約の有効期間は、第１条に定める指導期間とする。
２　本契約の失効後も、第５条から第13条の規定は、当該条項に定める期間又は対象事項が全て消滅するまで有効に存続する。
（協議）

第15条　本契約に定めのない事項又は疑義が生じたときは、双方協議の上これを定めるものとする。
　
この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する。

　　　　年 　月　　日
（甲）
東京都足立区千住旭町5番
　　　　
学校法人東京電機大学
　　　　 東京電機大学　研究推進社会連携センター






センター長　　 齋藤　博之　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　指導担当責任者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　東京電機大学　所属〇〇〇〇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 身分〇〇　　　氏名〇〇〇〇　　 印
（乙）　会社住所　　〇〇〇〇
　　　　会社名　　　〇〇〇〇
　　　　代表者名
　〇〇〇〇　　　　　　印






　　　　　　　　　　　　
